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別紙様式２

国立大学法人岐阜大学の中期目標・中期計画一覧表

中 期 目 標 中 期 計 画

【理 念】
＜学び、究め、貢献する岐阜大学＞

岐阜の地は、飛山濃水と称される豊かな自然に恵まれ、東
西文化が接触するという地理的特性を背景として、多様な文
化と技術を創造し、伝承してきました。岐阜大学は、この地
が培ってきた特性を継承して 「知の伝承と創造」を追及し、
ます。このために岐阜大学は、人と情報が集まり知を交流さ
せる場、体系的な知と先進的な知を統合する場、学問的・人
間的発展を可能にする場、それらの成果を世界に発信し、人
材を社会に送り出す場となることによって、学術・文化の向
上と豊かで安全な社会の発展に貢献します。

【目 標】
＜学ぶ岐阜大学＞

岐阜大学は、教育に軸足を置いた教育・研究大学として、
深い専門知識、広い視野と総合的な判断力を備えた人材の育
成を目指します。このために、多様な生き生きとした教育を
行うとともに、豊かな人間性と学識を養い、判断力、企画・
構想力、行動力に富む人材の育成を目指します。このことに
より地域社会と人類の永続的発展に貢献します。

＜究める岐阜大学＞
岐阜大学は、独創的、先進的研究の拠点として知の創造と

統合に努め、人類と社会の幸福と発展に貢献します。また、
研究の成果は教育の場を通しても社会に還元します。このた
め、科学技術、教育、地域課題などについて独創的、先進的
な研究を行い、その成果を絶えず社会に発信し、問いかけて
いきます。このことを通して社会のリーダーとしての役割を
担います。

＜貢献する岐阜大学＞
岐阜大学は、独創的、先進的な研究とそれに裏打ちされた

人材教育により、中部地方に拠点を置いた中規模総合大学と
して、地域社会・国際社会からの信頼と期待に応えていきま
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す。国際化時代に積極的に対応するために、本学の教育と研
究の特性を生かした国際交流と留学生教育など、大学の国際
化を積極的に推進します。

Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織
１ 中期目標の期間

中期目標の期間は、平成１６年４月１日から平成２２年
３月３１日までの６年間とする。

２ 教育研究上の基本組織
この中期目標を達成するため、別表に記載する学部、研究

科を置く。

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 教育に関する目標 １ 教育に関する目標を達成するための措置
（１）教育の成果に関する目標 （１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

＜学士課程＞ ＜学士課程＞
＊確かな専門知識と、幅広い教養、国際的な視野、総合的 ○教養教育の成果に関する具体的目標の設定
な判断力を持ち、現代社会の諸課題の解決に貢献しうる ＊現代社会の課題に高い倫理観をもって対処しうる実践的教養を重視し、学生が身近の問
実践能力、高い倫理観を備えた人材を育成する。 題を有機的に関連付けて理解できる能力を養うために伝統的な分野とともに学際的な教

育を強化する。
＊専門分野における勉学及び国際理解の手段となる英語運用能力の強化を図る。学外資格
の取得を学生に奨める。

＊日常的なＰＣの使用により、ＩＴ活用能力の強化を図る。

○卒業後の進路等に関する具体的目標の設定
＊それぞれの専門分野で習得した深い学識、高度な技能、バランスの良い学際的な知識を
生かした専門職、総合職において、地域社会、国内外で活躍できる人材を育成する。

○教育の成果・効果の検証に関する具体的方策
＊教育課程の各段階及び修了時において、設定された到達目標に従い、学習到達度の評価

、 、 。を行うことにより 教育の成果・効果の定期的な点検を行い 必要な改善措置を講ずる

＜大学院課程＞ ＜大学院課程＞
＊深い専門的知識と実践能力を備え、創造力に優れ、幅広 ○修了後の進路等に関する具体的目標の設定
い展開力を持つ高度専門職業人、研究者の育成、社会人 ＊各々の分野における深い専門的知識を備え、研究職、高度専門職において国内外で中心
の再教育を行う。 的な役割を果たせる人材を育成する。

○教育の成果・効果の検証に関する具体的方策
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＊教育課程の各段階及び修了時において、設定された到達目標に従い、学習到達度の評価
、 、 。を行うことにより 教育の成果・効果の定期的な点検を行い 必要な改善措置を講ずる

（２）教育内容等に関する目標 （２）教育内容等に関する目標を達成するための措置

＜学士課程＞ ＜学士課程＞
○アドミッション・ポリシーに関する基本方針 ○アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策
☆入学者選抜に係る基本方針 ＊各学部の教育理念、教育目標、アドミッション・ポリシーを、大学案内、学部案内、ホ
＊各学部の教育理念や具体的目標に応じた入学者選抜方 ームページ上で公開するとともに、入試情報を各種メディアを通じて迅速に広報する。
法を明示する。 ＊「岐阜大学と高等学校代表者との懇談会」等を開催し、高等学校との連携を密にして情

＊志願者の学習歴や特性に即した選抜方法の多様化、弾 報交換を行い、高等学校での履修内容や受験生の特性について理解を深めるとともに、
力化を図る。 本学のアドミッション・ポリシーの周知を図る。

☆高等学校での教育のプロセス等に着目した入学者選抜方 ＊多様な入学ルート、選抜方法と入学後の学業成績について追跡調査を行い、その結果に
法の改善に係る基本方針 基づいて選抜方法を改善する。
＊高等学校との連携を密にし、高等学校での教育内容や ＊社会人、留学生の特性に即した選抜方法の多様化、弾力化を図るとともに、受入体制を
受験生の動向を的確に把握し、多様な選抜方法の検討 一層整備する。
と導入を図る。

☆社会人、留学生等の受け入れ基本方針
＊各学部の特性に応じて、社会人、留学生を積極的に受
け入れる。

○教育課程に関する基本方針 ○教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策
＊カリキュラムの体系化を一層図るとともに、継続的なカ ＊各学部の専門性に応じたカリキュラムの体系化と改善を進める。
リキュラム評価と改善を進めるための体制を整備する。 ＊各学部教育と教養教育について、カリキュラムのアウトラインの明示及びシラバス内容

の改善を進め、電子シラバス化を平成１８年度までに実施する。

○教育方法に関する基本方針 ○授業形態、学習指導法等に関する具体的方策
＊講義を中心とした受け身的な学習スタイルから主体的な ＊オフィスアワーの設置、クラス担任制、助言教員制度などを充実させ、入学から卒業に
学習スタイルへの転換を図り、課題発見能力や課題解決 至るまでの学習支援と相談体制を整備・充実させる。
能力を高める。 ＊高等学校までの勉学から大学での学習への転換教育を充実する。

＊学習の個別相談体制の充実を図る。 ＊教養教育の展開としてのディベートやロールプレー型講義を開発する。
＊学部と附属施設とが連携した指導体制の一層の強化を図 ＊ＴＡ制度を一層充実・活用し、学生への教育効果を高める。
る。 ＊各学部の特性、必要性に応じ、テュトーリアルを含めた少人数のグループ学習、附属施

設での実験・実習の充実強化等、能動的、課題解決型学習を進める。
＊到達目標、方法、教材、成績基準など教育内容について十分な情報を記載したシラバス
を整備し、その電子化を平成１８年度までに実施する。

＊学部あるいは学科単位のカリキュラム・ガイダンスを充実させ、コアカリキュラムを中
心に、複数のコース・モデルを提示し、履修の便を図る。

＊様々なメディアを有効に活用することにより、学生の勉学意欲を高めるとともに教育効
果をあげる。
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＊優れた研究者による招待講演「岐阜大学フォーラム」を年４～５回開催し、学生の知的
好奇心を高める。

○成績評価に関する基本方針 ○適切な成績評価等の実施に関する具体的方策
＊成績評価基準を明確にし、厳格なる評価を行うことによ ＊成績評価基準を明確にし、厳格なる評価を行うことにより教育目標の達成に努めるとと
り、教育水準の向上を図る。 もに、学業成績優秀な学生を顕彰する制度を設ける。

＊成績優秀な学生に対する顕彰制度の充実を図る。 ＊各授業科目の成績評価基準と具体的な評価方法をシラバスに明示するとともに、評価の
視点、試験の配点や模範解答を受講生に提示する。

＜大学院課程＞ ＜大学院課程＞
○アドミッション・ポリシーに関する基本方針 ○アドミッション・ポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策

、 、 、 、 、☆入学者選抜に係る基本方針 ＊各研究科の教育理念 教育目標 アドミッション・ポリシーを 大学案内 研究科案内
、 。＊各研究科の教育理念や具体的目標に応じた入学者選抜 ホームページ上で公開するとともに 入試情報を各種メディアを通じて迅速に広報する

方法を明示するとともに、志願者の学習歴や特性に即 ＊よりアドミッション・ポリシーを踏まえた試験問題となるよう、専門試験科目における
した選抜方法の多様化、弾力化を進める。 現行の出題方法について検討を加え、入学後の研究課題遂行能力を適切に評価できる試

☆入学者選抜の改善に係る基本方針 験問題を作成する。
＊研究歴や教育指導歴を評価する等、大学院各研究科の ＊独自の選抜方法の検討や、昼夜開講制を含む受入、指導体制の改善を行い、社会人を積
特性に即した選抜方法の多様化・弾力化を進める。 極的に受け入れる。

☆社会人、留学生等の受け入れに係る基本方針 ＊留学生受入のための英文ホームページ、研究科案内の整備を進めるとともに、英語によ
＊各研究科の特性に応じて、社会人、留学生を積極的に る講義の導入を平成１９年度までに検討し、実施する。
受け入れる。

○教育課程に関する基本方針 ○教育理念等に応じた教育課程を編成するための具体的方策
＊カリキュラムの体系化を一層図るとともに、継続的なカ ＊専攻、専修毎に教育目標を設定し、コアカリキュラムを明確にするとともに、履修モデ
リキュラム評価と改善を進めるための体制を整備する。 ルとして近接講座の科目を含む選択科目を複数設定し、学生に提示する。

＊シラバスに各講義の到達目標や成績評価基準を明記するなどして改善するとともに、電
子シラバス化を平成１８年度までに実施する。

＊学習成果の点検及び院生、修了生による授業評価を定期的に行い、カリキュラムの改善
を行う。

○教育方法に関する基本方針 ○授業形態、学習指導法等に関する具体的方策
＊学習の個別指導体制の充実を図るとともに、学位論文完 ＊複数教員による支援、学外機関でのインターンシップ、学会発表など、少人数、個別指
成までのコースワークの体系化を図る。 導、実践的指導を充実させるための教育プログラム及び教育方法の改善を図る。

＊様々なメディアを活用した教育効果の高い授業の展開方 ＊ＩＴを活用し、国内外の大学、研究機関との連携による共同授業や講義の相互配信によ
策を確立する。 りカリキュラムの充実を図る。

＊独立行政法人や岐阜県研究機関との連携大学院化を進める。
＊衛星放送等の新媒体利用による学習環境整備を進める。

○成績評価に関する基本方針 ○適切な成績評価等の実施に関する具体的方策
＊成績評価基準を明確にし、厳格なる評価を行うことによ ＊成績評価基準を明確にし、厳格なる評価を行うことにより教育目標の達成に努めるとと
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り、教育水準の向上を図る。 もに、学業成績優秀な学生を顕彰する制度を設ける。
＊成績優秀な学生に対する顕彰制度の充実を図る。 ＊各授業科目の成績評価基準と具体的な評価方法をシラバスに明示するとともに、評価の

視点、試験の配点や模範解答を受講生に提示する。
＊各専攻、専修別に到達目標を明確にし、学位論文の審査基準を一層明確にする。

（３）教育の実施体制等に関する目標 ３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置（

○教職員の配置に関する基本方針 ○適切な教職員の配置等に関する具体的方策
＊教育研究機能の向上を優先し適切な教員組織を編成する ＊教育研究機能の向上に必要な教員の配置を適切に行うため、全学的に配置できる教員ポ
とともに、年齢構成、ジェンダーバランスを考慮した教 ストの設置を平成１９年度までに検討し、実施する。
員採用を図る。また、国際化に対応し外国人教員の登用 ＊各学部は、日常的な教学業務に対応する教務厚生委員会のほかに、継続的にカリキュラ
を積極的に進める。 ム開発・評価・改善を行う体制を整備する。

＊ＴＡの一層の活用と教育機能の向上を図る。院生の活用 ＊教養教育について、実施運営のほかに教育方法・教育内容の検討を専門的に行う体制（
により演習科目等の学部教育の充実と、院生の研究指導 教養教育推進センター）を確立する。
能力の向上を図る。 ＊教育機能の向上を図るため、ＴＡの活用、必要な職員の配置を進める。

＊教育の情報化に伴い、必要な職員の配置を図る。

○教育環境の整備に関する基本方針 ○教育に必要な設備、図書館、情報ネットワーク等の活用・整備の具体的方策
＊教育効果を高めるために必要な、情報化対応の設備を各 ＊教室等の施設は、全学的な立場で有効利用を図る。

、 。教室等に整備する。 ＊ＩＴを活用した教育システム構築のため 情報ネットワークの活用と機能の充実を図る
＊学部を越えた教室等の有効利用を進めるとともに、学生 ＊図書資料等の充実、情報資源の集中化、図書の電子化等の整備と機能強化を図るととも
の自学自習環境の整備と充実を図る。 に、そのための学外機関との連携を進める。

＊学内のコンピュータ環境の充実を図り、教育情報入手を ＊グループ学習室を整備する。
可能にする。 ＊学部間交流の場となる学習室並びに研究室を整備する。

＊e-Learningによる自学自習の学習環境整備を行う。 ＊情報整備のための全学体制を組織する。
＊未来への遺産となるべき学術資産の管理・保存体制を作る。

○教育の質の改善のためのシステムに関する基本方針 ○教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策
＊学生による授業評価を含む、教員の授業に対する評価方 ＊各学部教育及び教養教育に関する自己点検・評価及び外部評価を定期的に行い、その結
法及びフィードバックシステムを確立するとともに教育 果を公表し、教育内容・方法の改善を図る。
評価を教員評価に反映させる。 ＊学生による個々の授業評価及び大学に対する満足度評価、卒業時におけるアンケート

＊教員の教育活動についての意識改革を進めるとともに教 実施のほか、外部評価を産業界、自治体関係、地元の高校関係者等に依頼して定期的に
育技術の向上を図る。 行い、それらの結果を質の改善につなげる。

＊各学部等の教育目標、カリキュラム内容と教育成果との関係について検討する体制を整
備する。

＊特色ある教育活動・プログラムの学内支援制度を設ける。

○教材、学習指導法等に関する研究開発及びＦＤに関する具体的方策
＊教員の教育力向上のためのＦＤ事業を一層充実させる。
＊情報ネットワークの充実により、メディアを活用してe-Learning教材を含む教材開発を
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進める。

○全国共同教育、学内共同教育等に関する具体的方策
＊教育支援体制の充実と、その連携により、先端的な実験に関する教育や情報教育などの
充実を図る。

＊教育支援体制を通じ、全国諸機関との共同教育を進める。
＊岐阜県内の国公私立大学が参加する「国際ネットワーク大学コンソーシアム単位互換制
度」を活用し、講義内容を他大学に発信すると同時に、他大学の優れた授業を受けるよ
うにする。

○学部・研究科等の教育実施体制等に関する特記事項
＊教養教育推進組織の充実を図る。
＊社会のニーズと地域の要請に応じた教育実施体制等の充実を図る。

（４）学生への支援に関する目標 （４）学生への支援に関する目標を達成するための措置

○学習支援に関する基本方針 ○学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策
＊学習の個別相談体制の充実を図る。 ＊入学から卒業まで、学習全般にわたるガイダンス、個別相談体制を整備する。

○生活支援に関する基本方針 ○生活相談・就職支援等に関する具体的方策
＊生活の個別相談体制の充実を図る。 ＊不適応の学生に対するカウンセリング体制を整備充実させる。

＊入学から卒業まで、学習、進路、就職、進学など学生生活全般にわたるガイダンス、個
別相談体制を整備する。

＊各種ハラスメントに対する相談体制の整備と学生への周知を徹底させる。
＊学生の健康の保持増進のため、学生支援体制の充実を図る。

○経済的支援に関する具体的方策
＊各種奨学金情報に関する広報体制の拡充を図る。
＊地域産業界等からの基金募集を検討し 「特別奨学金支給制度 「私費留学生支援基金」、 」
の設立を図る。

○社会人・留学生等に対する配慮
＊社会人及び留学生に対する学修・生活についての個別の相談・支援体制を整備する。
＊留学生支援体制を充実し、教育プログラム等の充実を図る。

２ 研究に関する目標 ２ 研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

○目指すべき研究の水準に関する基本方針 ○目指すべき研究の方向性
＊全国的・国際的に高い評価が得られる研究を目指す。 ＊科学技術、教育、地域課題などについて、本学を特徴づける独創的、先進的な研究を推
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＊本学の地域性や人的資源を積極的に生かした特色ある優 進する。
れた研究を重点研究として推進する。 ＊萌芽的研究や基礎研究を推進する。

＊研究目標・目的を明確にし、その実現を図る。 ＊２１世紀ＣＯＥプロジェクトを推進するとともに、さらなる２１世紀ＣＯＥプログラム
の採択を目指し、目標・目的を明確にしたプロジェクト研究を推進する。

＊学内プロジェクト研究を推進するための組織化を図り、財政的支援を行う。

○大学として重点的に取り組む領域
＊豊かで安全な活力ある環境調和型社会の発展を担う研究
＊地域の諸課題に取組む学部横断型研究
＊産学官連携による地域活性化研究
＊専門分野と学部の垣根を越えた戦略的研究体制を築き、新たな研究分野を開拓する。

○研究の水準・成果の検証に関する具体的方策
＊研究の質的評価目標を設定し、評価制度を導入する。
＊国際学術雑誌、国内学術雑誌、特許取得件数などの研究成果に評価点数等を設定し、量
的評価制度を導入する。

＊教員の研究、教育、社会貢献などの成果や実績を定期的にホームページ等で公表、公開
する。

○成果の社会への還元に関する基本方針 ○成果の社会への還元に関する具体的方策
＊研究成果を広く社会に公表・発信するとともに、研究成 ＊地域との連携・協力を推進し、地域に対して積極的に研究成果を還元する。
果を文化・社会・経済活動などに対して地域的・全国 ＊研究成果を特許など知的財産化するとともに、それらの産業界への提供を進める。
的・国際的に還元する。 ＊公開講座や公開シンポジウム等を通じて、研究成果を社会に発信する。

＊地域との連携を深め、地域公共団体における政策形成に寄与する。
＊各種独立行政法人、地方自治体研究機関、近隣大学、民間シンクタンク等との連携を深
め、共同研究を推進する。

＊研究成果を社会に発信するため 「岐阜シンポジウム」を年２回開催する。、

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 （２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置

○研究者等の配置に関する基本方針 ○適切な研究者等の配置に関する具体的方策
☆研究者の配置方針 ＊学部、大学院の教育・研究方針を勘案し、適切な教員配置を図る。
＊組織を活性化し、変化に迅速に対応できる効率的かつ ＊リサーチ・アシスタント制度の一層の活用を図る。
柔軟な配置を行う。 ＊技術職員の職務を再検討し、研修等の技術向上を図る。

☆研究支援者の配置方針
＊研究支援組織を強化するために全学的な組織化を図
り、効率的かつ柔軟な組織体制を整備する。

○研究環境の整備に関する基本方針 ○研究資金の配分システムに関する具体的方策
☆研究環境整備の基本方針 ＊学内プロジェクト研究に対する研究資金を配分する。
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＊研究目的・目標に沿って、自由で開かれ、柔軟で競争 ＊研究成果の評価制度に基づいた研究費配分システムを構築する。
的な、活力ある研究環境の整備を行う。 ＊将来発展の可能性のある萌芽研究を公募し、支援する。

☆外部資金の活用に係る基本方針
＊当該研究費に使用するとともに、一部を研究費獲得の ○研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策
ために使う。 ＊学内プロジェクト研究等で必要となる大型共通機器を整備し、研究支援組織等に設置す

る。

○知的財産の創出、取得、管理及び活用に関する具体的方策
＊研究支援体制を強化し、知的財産の創出・保護・管理体制を整備する。

、 、 、 。＊大学における研究 共同研究 技術相談 教育相談等にかかる利益相反の明確化を図る

○研究の質の向上システムに関する基本方針 ○研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策
☆研究活動に関する評価体制に関する基本方針 ＊研究成果の質的・量的評価基準を策定し、定期的な自己点検評価及び外部評価を実施す
＊研究活動を総合的に評価する内部及び外部体制を整備 る。
する。 ＊高い研究評価を受けた教員に対してインセンティブを与える。

☆研究の質の向上及び改善のためのシステムに関する基本
方針
＊研究の質の評価基準・方法を定めて質の評価を行い、
評価結果を研究の質のさらなる向上に結びつけるシス
テムを導入する。

☆プロジェクト研究に係る基本方針
＊学部、学科間のプロジェクト研究を推進する。

☆大学としての知的財産に係る基本方針
＊特許申請を推進するとともに、大学の持つ知的財産を
活用するために企業、自治体等との連携を強化し、積
極的な技術移転の促進を図る。

○全国共同研究、学内共同研究等に関する具体的方策
＊研究支援体制を定期的に見直し、拡充整備を図る。

○学部・研究科・附置研究所等の研究実施体制等に関する特記事項
＊社会の要請をとらえ、学術分野の整備、境界領域の開拓につながる研究実施体制等の充
実を図る。

３ その他の目標 ３ その他の目標を達成するための措置
（１）社会との連携、国際交流等に関する目標 （１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置

○社会との連携・協力に関する基本方針 ○地域社会等との連携・協力、社会サービス等に係る具体的方策
＊学生のインターンシップ事業等を通じて地域社会との連 ＊一般社会人向け公開講座や高度職業人講座など生涯学習コースの充実を図る。
携を深める。 ＊高校生を対象にした講座の開設や、小中学生対象の教育ボランティア派遣など地域教育
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＊初等中等教育も含めた大学入学前教育に対する教育貢献 への参画支援を進める。
を進める。 ＊地域自治体、研究機関、企業等との共同研究により連携を図るとともに、客員教授制度

＊一般社会人を対象とした生涯学習事業等を拡充する。 を導入する。
＊地域産業界や自治体との連携・協力を推進する。 ＊地域自治体や企業関係者等の非常勤講師による講義数を増やす。
＊技術移転事業の促進と環境整備を行う。 ＊地域産業界や自治体に学生を派遣するインターンシップ事業を積極的に推進する。
＊近隣大学との連携を強化する。 ＊遠隔授業での公開講座の拡充を図る。

＊出張講義等講師派遣に関する情報の整理と窓口の一本化を行い、適切なサービス体制を
整備する。

○産学官連携の推進に関する具体的方策
＊研究支援体制（リエゾン機能等を含めた産官学融合センター）と学部との連携方針を明
確にする。

＊地域貢献支援体制と学部との連携を強化する。
＊大学の研究情報を発信する体制を整備充実する。
＊産学官の共同研究を推進する。

○地域の公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策
＊放送大学や県内の大学等との連携・協力関係を維持し、教育・研究連携を強化する。

○国際交流・協力に関する基本方針 ○留学生交流その他諸外国の大学等との教育研究上の交流に関する具体的方策
＊全学及び学部レベルの国際交流協定の締結の一層の拡充 ＊海外との研究者、大学院生、学生の交流を支援する体制を強化する。
に努め、学生や院生、教員の教育研究交流を推進する。 ＊学術交流協定大学との研究・教育連携を深める。

＊国際社会とのネットワークを構築して、知的情報の創造 ＊全学及び学部レベルの国際交流協定の締結を一層拡充するとともに、学術交流協定大学
と発信機能を強化する。 との研究・教育連携を深め、共同研究や単位互換、交換授業等の充実を図る。

＊国際的なシンポジウムの開催を支援する体制を整備する。

○教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策
＊独立行政法人国際協力機構等との連携を深める。
＊留学生の受け入れを強化する。

（２）附属病院に関する目標 （２）附属病院に関する目標を達成するための措置

○医療の質の向上、運営等の基本方針 ○医療サービスの向上や経営の効率化に関する具体的方策
＊地域の中核病院として専門性を有した質の高い医療の提 ＊医療の質と医療サービスの向上を促進するシステムを構築する。

。供を行う。 ＊診療科並びに中央診療部門・診療支援部門の再編により医療サービスの向上を促進する
＊将来の医療を担う医療従事者を育成する。 ＊電子カルテなど医療行為関連情報の一元的電子管理により経営の効率化を促進する。
＊臨床医学発展の推進と、医療技術水準の向上への貢献を ＊病院長のリーダーシップの増強とその支援体制を確立する。
図る。 ＊電子カルテを地域医療機関と共有し、連携を図る。

＊医療提供機能強化を目指したマネジメント改革を推進す
る。 ○良質な医療人養成の具体的方策
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＊研修医・実習生・研修生の研修目標並びに評価基準を明示する。
＊倫理観に富んだ専門医療人養成システムを確立する。
＊医師及びコメディカル職員の生涯教育体制を構築する。

○研究成果の診療への反映や先端的医療の導入のための具体的方策
＊先端医療を遂行する適切な人員配備を推進するシステムを確立する。
＊研究成果の診療への反映や先端医療の導入を進める支援体制を確立する。

○適切な医療従事者等の配置に関する具体的方策
、 、 。＊診療・教育 研究 経営等のバランスを考慮した医療従事者配備システムの構築を図る

＊公募制並びに人事交流を取り入れた流動的な医療従事者配備システムを確立する。

（３）附属学校に関する目標 （３）附属学校に関する目標を達成するための措置

○教育活動の基本方針 ○大学・学部との連携・協力の強化に関する具体的方策
＊教育理念である人間教育を、推進・充実させる。 ＊教員養成学部として特化した学部学生の実践的教育の推進に協力し、さらに連携を強化
＊教育学部と連携して実践教育を推進する。 する。
＊小・中連携による義務教育９年間を見通した教育の推進 ＊学部教員と協同して先進的な情報教育、英語教育等を推進する。
を図る。

＊情報化・国際化した社会に適応できる人材を育成する。

○学校運営の改善の方向性 ○学校運営の改善に関する具体的方策
＊教育学部と一体となって学校運営を図る。 ＊教育学部と一体的な学校運営を図るため、附属学校運営委員会を設置する。
＊学校教育と家庭教育の連携をより深める。 ＊附属学校長の役割を重視し、その人事と運営方針を明確化する。
＊現職教員の研修の充実を目指した岐阜県総合教育センタ ＊附属学校教員の小中一体的な運用を図る。
ーとの連携を推進する。

＊附属学校での実践教育活動を県内外の教員に公開し、評 ○附属学校の目標を達成するための入学者選抜の改善に関する具体的方策
、 、価と活用に資する。 ＊多様な教育課題に対応できる指導体制を可能にするため 抽選入学の基本を守りながら

入学者選抜方法を改善する。
＊県及び市の教育委員会の特別支援教育行政と連携して、特別支援教育の推進を図る。

○公立学校との人事交流に対応した体系的な教職員研修に関する具体的方策
＊附属学校教員の大学講義担当を目指し、教育実践研究を進める。
＊大学との連携によるサテライト教育実習などの実践を推進する。
＊岐阜県総合教育センターとの連携による教員研修などの実践を進める。
＊学校間連携（県内公私立学校等）の強化による教育実践交流の実現を図る。
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 運営体制の改善に関する目標 １ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

○効果的な組織運営の実現に関する基本方針 ○全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策
＊トップダウンとボトムアップの調和の取れた運営を行う ＊学内情報の集積・分析方法を確立し、本学の位置付けをあらゆる面で常に把握する体制
ことを基本とする。その上で審議機関の設置を厳選し、 を構築し、経営戦略に反映させる。
機動的な組織運営を図る。

○運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策
＊運営組織（役員会、教育研究評議会、経営協議会）の審議事項を精選するとともに、報
告事項の精選及び報告手段に工夫を行い、実質的な審議を促進する。

＊主要な全学委員会の委員長に担当理事を充て、委員には事務職員等も加える等、委員会
を通して全学的かつ専門的な観点から意思形成を図る。

○学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営に関する具体的方策
＊副学部長を学部の規模等により配置し、学部長補佐体制を充実するほか、学部長、副学
部長等で構成する学部運営会議を置き集団的なサポート体制と戦略的な運営を図る。

＊教授会を置き、広い意味での教学上の事項を審議する機関と位置づけ、議題の精選に努
め、代議員制の導入も含め機動的な運営を行う。

＊各種委員会を置くなど適切な組織で学部運営に必要な業務を効率的に分担する。
＊共同教育研究施設に施設の長と運営委員会を置き、施設運営を行う。

○教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策
＊教員の業務運営への参画、事務職員等の大学運営の企画立案等への参画を推進する。

○学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策
＊経営協議会を始め、学部レベルでも外部有識者の意見を取り入れる体制を整えることを
推進する。

、 。＊法務 労務など専門性の高いセクションに外部の専門家を非常勤として登用し整備する

○内部監査機能の充実に関する具体的方策
＊内部監査業務を行うために監査室を設け、業務と会計に関する学内的な監査とモニタリ
ングの仕組みを構築する。

○国立大学間の自主的な連携・協力体制に関する具体的方策
＊職員の採用、人事交流等、可能な限り他大学との連携・協力を図る。

○戦略的な学内資源配分の実現に関する基本方針 ○全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策
＊資源配分に大学全体としての裁量部分を拡充し、資源の ＊学内の資源が基本的に大学全体の共有資産であることの認識を図り、全学的視点で長期
戦略的活用を図る。 的な視野に立った資源配分を行う。

＊人件費、物件費の効率的運用を図り、教育研究費を確保する。
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２ 教育研究組織の見直しに関する目標 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置

＊全学的な見地に立ち、社会的要請と変化に迅速に対応で ○教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策
きる柔軟な教育研究組織を編成し、活性化させる。 ＊社会的要請とその変化を分析・評価し、戦略的に企画するシステムを構築し、教育研究

組織の編成・見直しを行う。
＊組織評価システムを構築し、評価結果を教育研究組織の編成・見直しに反映させる。

○教育研究組織の見直しの方向性
次の観点に立ち、見直しを進める。
＊広い視野と知的好奇心を持ち、進歩する学問に対応できるよう、高度な専門教育を受け
た学生を育て、社会の要請に応える。

＊社会人に学習の場を提供する。
＊国際的なネットワークを構築し、国際的に開かれた大学とする。

３ 人事の適正化に関する目標 ３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置

○戦略的・効果的な人的資源の活用に関する基本方針 ○中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策
＊職能向上の研修機会を拡充し、研修結果を実践に役立て ＊定員制度に代えて、中期計画の認可に基づいて、全学で管理・配置する配置職員数の制
る。 度を設ける。

＊総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成 年度までに概ね４％の人件費の削減を図る。21
○柔軟かつ多様な人事システムの構築に関する基本方針
＊職種に応じた業績を適切に反映させる人事システムの構 ○任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策
築を追求する。 ＊任期法に基づく任期制度を可能な分野において導入する。

＊全教員を対象に、評価に基づく関門制度を導入する。
、 。○人件費削減の取組 ＊広く人材を求める観点と人事の透明性の観点から選考基準を明示し 国内外に公募する

＊｢行政改革の重要方針｣（平成 年 月 日閣議決定）17 12 24
において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件 ○人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策
費削減の取組を行う。 ＊職種毎に個人評価方法（基準）を策定し、評価を行い、活動の活性化を図る。教員につ

、 、 、 、 、 。いては 教育活動 研究活動 管理運営 社会活動などの観点から 定期的に評価する

○柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策
＊政策的な全学的事項等に職員配置を可能とする制度を構築する。
＊公共団体及び民間等との人事交流または任期付採用など流動性を高める人事制度を追求
する。

○外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策
＊国際化を推進するため、外国人教員の採用を推進する。
＊男女共同参画を推進し、女性教員の積極的に採用する。
＊法令等の基準を充たすよう、身体障害者の採用を推進する。
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○事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策
＊他大学の連携・協力の下での共通的試験等を行い、策定する人事方針の下で採用する。
＊職種に応じた資格取得を推進する。
＊専門性を高める上で人事交流を推進する。
＊ＳＤ（スタッフディベロップメント）を推進する。

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 ４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

○事務処理の効率化・合理化に関する基本方針 ○事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策
＊情報の集中化・共有化を図る。 ＊教員と事務職員が一体となって法人経営、管理運営等が効果的に機能する組織を編成す
＊事務処理のＩＴ化を推進する。 る。
＊事務処理体制のシンプル化を図る。 ＊学部事務を含め全学の共通的な事務を一元的、又は集中的に処理することを目指した組

織を編成する。
＊企画立案機能を事務組織内に取り入れる。

○事務組織の機能・編成の見直しに関する基本方針 ＊情報処理部門の集中化を図る。
＊新たな業務、増大する業務量に的確かつ迅速に対応でき
る効率的な編成を行うとともに、大学運営の専門職能集 ○業務のアウトソーシング等に関する具体的方策
団として機能を発揮できる事務組織とする。 ＊定型的で専門的技術を必要とする業務及び専門的知識を必要としない単純な業務等をコ

スト意識の観点から効率化並びに合理化を見定めた外部委託を図る。
＊事務処理の標準化と専決処理の拡大等、事務処理の簡素化及び迅速化を図る。

○複数大学による共同業務処理に関する具体的方策
＊共同処理可能な業務を検討し、その実現に努める。

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 １ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

＊地域に根ざした特色ある国際水準の大学を目指す立場か ○科学研究費補助金、受託研究、奨学寄附金等外部資金増加に関する具体的方策
ら、各研究分野に応じて国際水準の研究を維持していくの ＊ナショナルプロジェクト等の大型研究予算や各種研究助成に関する情報収集と提供を行
に必要な研究資金を確保する。 う体制を整備する。

＊研究成果（知的財産）の活用を図り、研究支援体制を強化 ＊研究助成等の申請や報告書作成に必要な事務手続きを支援する体制、また奨学寄附金や
する。 受託研究費などの外部資金の円滑な導入・拡大業務等を行う体制の整備を進める。科学

研究費の応募率・採択率を高め、奨学寄附金、受託研究を増加させる。
＊寄附講座の増加を積極的に図る。
＊研究支援体制の充実を図り、学内知的財産の現状把握（発掘）と特許化の支援を行うと
ともに、リエゾン機能及び企画・立案機能を強化・充実させる。

＊自治体・社会団体等との連携を強化し、協力体制の具体化を図る。

○収入を伴う事業の実施に関する具体的方策
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＊収入を伴う事業に対する享受者の満足度を追求するとともに、利用料金等の適正化に努
める。

２ 経費の抑制に関する目標 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

＊コストパフォーマンスの観点から定期的に固定的経費の見 ○管理的経費の抑制に関する具体的方策
直しを行い、管理的経費の抑制を始めとする経費を節減す ＊事務連絡文書・会議資料等のオンライン（ペーパーレス）化を徹底する。
る。 ＊電子会議の導入は、まず教育研究評議会・全学委員会レベルから試行的な取り組みを始

め、経理事務のオンライン化を進める。
＊アウトソーシングを含め、事務・管理業務の合理化、効率化を積極的に進め、事務組織
のあり方などと併せて、人件費を抑制する。

＊教員、技官及び非常勤講師の適正な配置を行う等の人員配置の効率的運用を進める。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

＊現資産（知的資産や施設等）の効果的・効率的な活用を図 ○資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策
るとともに、十分には活用されていない潜在的な資産の掘 ＊施設マネジメントの執行体制を確立し、施設・設備等の学内での有効活用に努める。
り起こしを行い、その活用を促進する。 ＊適正な利用料金を設定し、施設や設備・物品の外部者利用を進める。そのため、学外者

に施設利用について広報するとともに、利用申請手続きの簡素化を図り、知的資産とワ
ンセットで施設活用を進めるために市民及び地域の研究団体との恒常的フォーラムを開
催する（会費徴収）など、諸施策を具体化する施設活用推進室（仮称）の設置を平成１
９年度までに検討する。

＊駐車場、公開講座、寄宿舎、その他について、その利用（受講）条件を常に見直し、料
金の適正化を図る。

＊学術図書・教材出版事業、教材販売事業、研究成果の付加的果実の販売等を行うための
外部団体組織（財団）の設置について平成１９年度までに検討する。

＊同窓会の一本化を検討し、同窓会を通じた企業・自治体等との連携を強める。
＊環境に考慮した資産の運用を図る。

Ⅴ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目 Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置
標

１ 評価の充実に関する目標 １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

＊自己点検・評価及び第三者評価を厳正に実施するととも ○自己点検・評価の改善に関する具体的方策
に、評価結果を大学運営の改善に十分に反映させる。 ＊評価基準を作成し、外部者を加えた全学的な評価機関を設置し評価を行う。

＊評価基準及び評価結果を公表する。

○評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策
＊評価結果に基づいたその改善策を明確にし、実施する。
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＊評価結果を経費等の配分に反映させる。

２ 情報公開等の推進に関する目標 ２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置

＊教育・研究活動状況やそれらの優れた成果、さらに大学運 ○大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策
営等に関する情報の社会への公表・発信体制を充実する。 ＊各種報告書、パンフレット、ホームページ等を利用した広報体制を整備充実する。

＊大学のホームページに大学の教育目標、理念や大学の特色を掲載し、社会の要請に応え
る。

＊ホームページの内容を大学、学部、研究室レベルで常に更新する体制を整える。
＊ホームページに公開している「教育研究者情報」の内容の充実と定期的更新に努める。
＊社会に向けて大学をアピールする「岐阜大学ＮＥＷＳ」を発行する。
＊全学的に目標を共有するための対話の場として、「キャンパスミーティング」を定期的
に開催する。

Ⅵ その他業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 １ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置

○良好なキャンパス環境を形成するための基本方針 ○施設等の整備に関する具体的方策
＊長期的視点に立った施設マネージメントの概念を導入 ＊施設を戦略的視点及び長期的使用の観点から、施設環境、教育研究活動及びそれらの活
し、知的創造活動の拠点として相応しい教育研究環境を 性度等を点検評価し、教育研究環境の改善（スペース配分の見直し等）と多様な財源に
作る。 よる整備を推進する。

＊「国立大学等施設整備緊急５か年計画」で進められている緊急的な整備（医学部・附属
病院関連事業）を継続推進する。

＊現在整備中のＰＦＩ事業（ 柳戸）総合研究棟施設整備事業）の確実な推進を図る。（

○施設等の有効活用及び維持管理に関する具体的方策
＊施設の長期活用と有効活用を図るため、共用化、安全性と緊急性、機能の維持と持続的
向上を課題として、適切な維持・保全、管理・運用に努める。

２ 安全管理に関する目標 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

＊多様な面から、危機管理体制の整備充実を図り、安全教 ○労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防止に関する具体的方策
育等を推進する。 ＊毒・劇物等の管理、放射線等の取扱いと管理、実験廃棄物の保管と処理、実験系排水の

管理等に関する体制と施設の改善充実を図る。
＊安全管理マニュアルを策定し、安全教育を推進する。

○学生等の安全確保等に関する具体的方策
＊防災並びに災害時の危機管理体制を整備する。
＊危機管理マニュアルを策定し、訓練等を推進する。
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＊環境保全活動と安全教育を推進する。
＊情報セキュリティを強化する。
＊大規模災害に対する備えを確立する。
＊開かれた大学に求められる防犯体制対応の施設を整備するために施設の利用者認識シス
テムを確立する。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画及び資金計画。）
別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額
１ 短期借入金の限度額

３６億円

２ 想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入
れする。

Ⅷ 重要な財産を譲度し、又は担保に供する計画

１ 重要な財産を譲渡する計画
（１）医学部及び医学部附属病院の土地（岐阜県岐阜市司町４０、約３０，８６０．４１

㎡）を譲渡する。

（２）応用生物科学部附属岐阜フィールド科学教育研究センター美濃加茂農場の土地の一
部（岐阜県美濃加茂市牧野１９１８－１､ 約５４０．４４㎡）を譲渡する。

（３）応用生物科学部附属岐阜フィールド科学教育研究センター位山演習林の土地の一部
（岐阜県下呂市萩原町山之口字カジヤ､ 約１５３．９７㎡）を譲渡する。

（４）川辺町艇庫の建物（岐阜県加茂郡川辺町福島字下向６６６－１､約１９６．１８㎡）
を譲渡する。

２ 附属病院の基幹・環境整備に必要となる経費の長期借入れに伴い、本学病院の敷地につ
いて、担保に供する。

Ⅸ 剰余金の使途

、 。決算において剰余金が発生した場合は 教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる
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Ⅹ その他
１ 施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 財 源予定額（百万円）

・ 柳戸）総合研究実験棟（附帯設備含む） 総額 施設整備費補助金 （３，６６３百万円）（

・ 柳戸）複合施設棟 ３，７８１（

・ 柳戸）基幹・環境整備 長期借入金 （１１８百万円）（

・ 医病）基幹・環境整備（

・小規模改修

(PFI)・岐阜大学総合研究棟施設整備事業

（注１）金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況
等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追
加されることもある。

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。
なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務・経

営センター施設費交付金、長期借入金については、事業の進展等により所要額の
変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等に
おいて決定される。

２ 人事に関する計画

＊任期法に基づく任期制度を可能な分野において導入する。
＊全教員を対象に、評価に基づく関門制度を導入する。
＊事務系及び技術系職員について、他大学の連携・協力の下での共通的試験等を行い、策
定する人事方針の下で採用する。

＊職種に応じた資格取得を推進する。
＊専門性を高めるうえで人事交流を推進する。
＊ＳＤ（スタッフディベロップメント）を推進する。
（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み ９４，５０６百万円（退職手当を除く）
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３ 中期目標期間を超える債務負担

（ＰＦＩ事業）
岐阜大学総合研究棟施設整備事業
・事業総額：２，７５８，０３９千円
・事業期間：平成１５～２９年度（１５年間）

（単位百万円）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 総事業費年度 中期目標 次期以降
財源 期間小計 事 業 費

173 118 126 129 133 136 814 1,234 2,048施設費整
備補助金

1 81 73 70 66 63 354 356 710運 営 費
交 付 金

（長期借入金）
（単位百万円）

年度 中期目標 次期以降 総 債 務H16 H17 H18 H19 H20 H21
財源 期間小計 償 還 額 償 還 額

485 1,636 2,089 2,492 3,032 3,294 13,028 41,337 54,365長期借入金

償 還 金

（リース資産）

該当無し
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（別紙）

中期目標 中期計画

別表（学部、研究科等） 別表（収容定員）

教育学部 教育学部 1,000人
学 地域科学部 平 （うち教員養成に係る分野 860人）

医学部 成 地域科学部 420人
部 工学部 16 医学部 820人

応用生物科学部 年 （うち医師養成に係る分野 480人 )
度 工学部 2,300人

教育学研究科 応用生物科学部 835人
研 地域科学研究科 （うち獣医師養成に係る分野 175人）
究 医学系研究科
科 工学研究科 教育学研究科 124人

農学研究科 （うち修士課程 124人）
連合農学研究科 地域科学研究科 40人

岐阜大学 （うち修士課程 40人）
静岡大学 医学研究科 255人

※連合大学院である うち博士課程 215人
連合獣医学研究科 博士前期課程 22人

岐阜大学 博士後期課程 18人
帯広畜産大学 工学研究科 579人
岩手大学 うち博士前期課程 498人
東京農工大学 博士後期課程 81人

※連合大学院である 農学研究科 178人
連合創薬医療情報研究科 （うち修士課程 178人）

岐阜大学 連合農学研究科 48人
岐阜薬科大学 （うち博士課程 48人）

※連合大学院である 連合獣医学研究科 55人
（うち博士課程 55人）

教育学部 1,000人
平 （うち教員養成に係る分野 860人）
成 地域科学部 420人
17 医学部 820人
年 （うち医師養成に係る分野 480人 )
度 工学部 2,260人

応用生物科学部 830人
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（うち獣医師養成に係る分野 170人）

教育学研究科 124人
（うち修士課程 124人）

地域科学研究科 40人
（うち修士課程 40人）

医学系研究科 260人
うち修士課程 8人

博士課程 212人
博士前期課程 22人
博士後期課程 18人

工学研究科 591人
うち博士前期課程 510人

博士後期課程 81人
農学研究科 178人

（うち修士課程 178人）
連合農学研究科 48人

（うち博士課程 48人）
連合獣医学研究科 57人

（うち博士課程 57人）

教育学部 1,000人
平 （うち教員養成に係る分野 860人）
成 地域科学部 420人
18 医学部 820人
年 （うち医師養成に係る分野 480人 )
度 工学部 2,260人

応用生物科学部 830人
（うち獣医師養成に係る分野 170人）

教育学研究科 124人
（うち修士課程 124人）

地域科学研究科 40人
（うち修士課程 40人）

医学系研究科 268人
うち修士課程 16人

博士課程 212人
博士前期課程 22人
博士後期課程 18人

工学研究科 591人
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うち博士前期課程 510人
博士後期課程 81人

農学研究科 178人
（うち修士課程 178人）

連合農学研究科 48人
（うち博士課程 48人）

連合獣医学研究科 59人
（うち博士課程 59人）

教育学部 1,000人
平 （うち教員養成に係る分野 860人）
成 地域科学部 420人
19 医学部 820人
年 （うち医師養成に係る分野 480人 )
度 工学部 2,220人

応用生物科学部 830人
（うち獣医師養成に係る分野 170人）

教育学研究科 124人
（うち修士課程 124人）

地域科学研究科 40人
（うち修士課程 40人）

医学系研究科 262人
うち修士課程 16人

博士課程 206人
博士前期課程 22人
博士後期課程 18人

工学研究科 611人
うち博士前期課程 530人

博士後期課程 81人
農学研究科 178人

（うち修士課程 178人）
連合農学研究科 48人

（うち博士課程 48人）
連合獣医学研究科 60人

（うち博士課程 60人）
連合創薬医療情報研究科 6人

（うち博士課程 6人）

教育学部 1,000人
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平 （うち教員養成に係る分野 860人）
成 地域科学部 420人
20 医学部 820人
年 （うち医師養成に係る分野 480人 )
度 工学部 2,180人

応用生物科学部 830人
（うち獣医師養成に係る分野 170人）

教育学研究科 124人
（うち修士課程 124人）

地域科学研究科 40人
（うち修士課程 40人）

医学系研究科 256人
うち修士課程 16人

博士課程 200人
博士前期課程 22人
博士後期課程 18人

工学研究科 631人
うち博士前期課程 550人

博士後期課程 81人
応用生物科学研究科 178人

（うち修士課程 178人）
連合農学研究科 48人

（うち博士課程 48人）
連合獣医学研究科 60人

（うち博士課程 60人）
連合創薬医療情報研究科 12人

（うち博士課程 12人）

教育学部 1,000人
平 （うち教員養成に係る分野 860人）
成 地域科学部 420人
21 医学部 820人
年 （うち医師養成に係る分野 480人 )
度 工学部 2,140人

応用生物科学部 830人
（うち獣医師養成に係る分野 170人）

教育学研究科 124人
（うち修士課程 124人）
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地域科学研究科 40人
（うち修士課程 40人）

医学系研究科 250人
うち修士課程 16人

博士課程 194人
博士前期課程 22人
博士後期課程 18人

工学研究科 631人
うち博士前期課程 550人

博士後期課程 81人
応用生物科学研究科 178人

（うち修士課程 178人）
連合農学研究科 48人

（うち博士課程 48人）
連合獣医学研究科 60人

（うち博士課程 60人）
連合創薬医療情報研究科 18人

（うち博士課程 18人）
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
 
１．予  算  
 

平成１６年度～平成２１年度 予算 
（単位：百万円） 

区 分 金 額 
収入 
運営費交付金 
施設整備費補助金 
船舶建造費補助金 
施設整備資金貸付金償還時補助金 
国立大学財務・経営センター施設費交付金 
自己収入 
授業料及入学金検定料収入 
附属病院収入 
財産処分収入 
雑収入 
産学連携等研究収入及び寄付金収入等 
長期借入金収入 

計 

 
８６，４８２ 
３，６６３ 

 
６，０４１ 

 
９１，５５７ 
２６，３９９ 
６４，２５３ 

 
９０５ 

７，７０９ 
１１８ 

１９５，５７０ 
支出 
業務費 
教育研究経費 
診療経費 
一般管理費 
施設整備費 
船舶建造費 
産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 
長期借入金償還金 

計 

 
１５８，９０３ 
８７，０５６ 
５８，６３８ 
１３，２０９ 
３，７８１ 

 
７，７０９ 

２５，１７７ 
１９５，５７０ 

 
［人件費の見積り］ 

中期目標期間中総額 ９４，５０６百万円を支出する。（退職手当は除く） 
 
注）人件費の見積りについては、１７年度以降は１６年度の人件費見積り額を踏まえ試算

している。 
注）退職手当については、岐阜大学職員退職手当規則及び岐阜大学役員退職手当規則に基

づいて支給することとするが、運営費交付金として措置される額については、各事業年

度の予算編成過程において国家公務員退職手当法に準じて算定される。 
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注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 
 
［運営費交付金の算定ルール］ 
○毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事業区分に基づき、それぞれの

対応する数式により算定したもので決定する。 
Ⅰ［学部教育等標準運営費交付金対象事業費］ 
①「一般管理費」：管理運営に必要な職員（役員含む）の人件費相当額及び管理運営

経費の総額。Ｌ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。 
②「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究に必要な設置基準上の教

職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度にお

けるＤ（ｙ）。（Ｄ（ｘ）は、設置基準に基づく教員にかかる給与費相当額。） 
③「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究に必要な標準法上の教職員の人件

費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。

（Ｄ（ｘ）は、標準法に基づく教員にかかる給与費相当額。） 
④「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全

に必要となる経費。Ｆ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＦ（ｙ）。 
［学部教育等標準運営費交付金対象収入］ 
⑤「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額｡（平

成１５年度入学料免除率で算出される免除相当額については除外） 
⑥「授業料収入」：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額｡（平

成１５年度授業料免除率で算出される免除相当額については除外） 
Ⅱ［特定運営費交付金対象事業費］ 
⑦「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究活動の実態に応じ必要と

なる教職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年

度におけるＤ（ｙ）。 
⑧「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究活動の実態に応じて必要となる教

職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度にお

けるＤ（ｙ）。 
⑨「教育研究診療経費」：附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費

相当額及び教育研究診療経費の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 
⑩「附置研究所経費」：附置研究所の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及

び事業経費の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 
⑪「附属施設等経費」：附置施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び

事業経費の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。 
⑫「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として、当該事業年度において措置する

経費。 
⑬「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度に措置する経費。 
［特定運営費交付金対象収入］ 
⑭「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分）、授業料収入（収容

定員超過分）、雑収入。平成１６年度予算額を基準とし、中期計画期間中は同額。 
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Ⅲ［附属病院運営費交付金対象事業費］ 
⑮「一般診療経費」：附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相当額及び一般診

療経費の総額。平成１６年度予算額を基準とし、中期計画期間中は同額。 
⑯「債務償還経費」：債務償還経費として、当該事業年度において措置する経費。 
⑰「附属病院特殊要因経費」：附属病院特殊要因経費として、当該事業年度に措置す

る経費。 
［附属病院運営費交付金対象収入］ 
⑱「附属病院収入」：附属病院収入。Ｊ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＪ（ｙ）。 

 
  運営費交付金＝Ａ（ｙ）＋Ｂ（ｙ）＋Ｃ（ｙ）               

 
１．毎事業年度の教育研究経費にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付

金については、以下の数式により決定する。 
Ａ（ｙ）＝Ｄ（ｙ）＋Ｅ（ｙ）＋Ｆ（ｙ）＋Ｇ（ｙ）－Ｈ（ｙ） 
（１）Ｄ（ｙ）＝｛Ｄ（ｙ－１）×β（係数）×γ（係数）－Ｄ（ｘ）｝ 

×α（係数）＋Ｄ（ｘ） 
（２）Ｅ（ｙ）＝Ｅ（ｙ－１）×β（係数）×α（係数） 
（３）Ｆ（ｙ）＝Ｆ（ｙ－１）×α（係数）±ε（施設面積調整額） 
（４）Ｇ（ｙ）＝Ｇ（ｙ） 
（５）Ｈ（ｙ）＝Ｈ（ｙ） 

Ｄ（ｙ）：学部・大学院教育研究経費（②、⑦）、附属学校教育研究経費（③・⑧）を対

象。 
Ｅ（ｙ）：教育研究診療経費（⑨）、附置研究所経費（⑩）、附属施設等経費（⑪）を対

象。 
Ｆ（ｙ）：教育等施設基盤経費（④）を対象。 
Ｇ（ｙ）：特別教育研究経費（⑫）を対象。 
Ｈ（ｙ）：入学料収入（⑤）、授業料収入（⑥）、その他収入（⑭）を対象。 

２．毎事業年度の診療経費にかかる附属病院運営費交付金については、以下の数式により

決定する。 
Ｂ（ｙ）＝Ｉ（ｙ）－Ｊ（ｙ） 
（１）Ｉ（ｙ）＝Ｉ（ｙ） 
（２）Ｊ（ｙ）＝Ｊ（ｙ－１）＋Ｋ（ｙ） 

［Ｋ（ｙ）＝Ｊ’（ｙ）×λ（係数）－Ｊ’（ｙ）］ 
〔その他〕附属病院運営費交付金算定ルールは、診療分の運営費交付金を受け

る附属病院のみ適用。 
Ｉ（ｙ）：一般診療経費（⑮）、債務償還経費（⑯）、附属病院特殊要因経費（⑰）を対

象。 
Ｊ（ｙ）：附属病院収入（⑱）を対象。（Ｊ’（ｙ）は、平成１６年度附属病院収入予算

額。Ｋ（ｙ）は、「経営改善額」。） 
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３．毎事業年度の一般管理費等にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付

金については、以下の数式により決定する。 
Ｃ（ｙ）＝Ｌ（ｙ）＋Ｍ（ｙ） 
（１）Ｌ（ｙ）＝Ｌ（ｙ－１）×α（係数） 
（２）Ｍ（ｙ）＝Ｍ（ｙ） 

Ｌ（ｙ）：一般管理費（①）を対象。 
Ｍ（ｙ）：特殊要因経費（⑬）を対象。 

 
【 諸 係 数 】 

α（アルファ） ：効率化係数。△１％とする。 
β（ベータ）  ：教育研究政策係数。物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に

勘案して必要に応じ運用するための係数。 
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。 
なお、物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用する場合には、一

般管理経費についても必要に応じ同様の調整を行う。 
γ（ガンマ）  ：教育研究組織係数。学部・大学院等の組織整備に対応するための係数。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度おける具体的な係数値を決定｡ 
ε（イプシロン）：施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定｡ 
λ（ラムダ）  ：経営改善係数。２％とする。平成１７年度以降、中期計画期間中に相当程度の収支改

善を求めるための係数。 

 
 
注）運営費交付金は上記算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたものであり、

各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して再計算

され、決定される。 
なお、運営費交付金で措置される「特別教育研究経費」「特殊要因経費」については、

１７年度以降は１６年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額

の変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において

決定される。 
 
注）施設整備費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、長期借入金収入は、「施

設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。 
 
注）施設整備資金貸付償還時補助金は、償還計画に基づく所要額を計上している。 
 
注）自己収入、産学連携等研究収入及び寄付金収入等については、過去５年間の伸び率及

び中期計画期間中の特定事項の予定額により試算した収入予定額を計上している。 
 
注）産学連携等研究収入及び寄付金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。 



 
岐 阜 大 学 

 
注）業務費、施設整備費については、効率化と中期計画期間中の所要額により試算した支

出予定額を計上している。 
 
注）産学連携等研究経費及び寄付金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄付金収入等に

より行われる事業経費を計上している。 
 
注）長期借入金償還金については、償還計画に基づく所要額を計上している。 
 
注）運営費交付金算定ルールに基づく試算において「教育研究政策係数」「教育研究組織係

数」は１とし、また、「施設面積調整額」については、面積調整はないものとして試算し

ている。 



 
岐 阜 大 学 

２．収支計画  
平成１６年度～平成２１年度 収支計画 

（単位：百万円） 
区 分 金 額 

費用の部 
経常費用 
業務費 
教育研究経費 
診療経費 
受託研究費等 
役員人件費 
教員人件費 
職員人件費 
一般管理費 
財務費用 
雑損 
減価償却費 
臨時損失 

 
収入の部 
経常収益 
運営費交付金 
授業料収益 
入学金収益 
検定料収益 
附属病院収益 
受託研究等収益 
寄附金収益 
財務収益 
雑益 
資産見返運営費交付金等戻入 
資産見返寄付金戻入 
資産見返物品受贈額戻入 
臨時利益 
純損失 
総損失 

 
１８９，４５３ 
１５４，６２３ 
１７，７５８ 
３２，１６２ 
３，６５１ 
６５４ 

５８，５２５ 
４１，８７３ 
６，３９５ 
４，６７５ 

 
２３，７６０ 

 
 
 

１８７，８６８ 
８１，７０６ 
２１，４７０ 
３，３７０ 
９３４ 

６４，２５３ 
３，６５１ 
３，８６６ 

 
９０４ 

２，８１７ 
６２６ 

４，２７１ 
 

１，５８６ 
１，５８６ 

 
注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。 
 
注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。 



 
岐 阜 大 学 

注）純損失が生じた理由 
自己収入により取得した償却資産のうち、資産見返勘定が立たず、もしくは、特定の

償却資産として指定を受けないものについての相当額である。 
 
 
３．資金計画  

平成１６年度～平成２１年度 資金計画 
（単位：百万円） 

区 分 金 額 
資金支出 
業務活動による支出 
投資活動による支出 
財務活動による支出 
次期中期目標期間への繰越金 

 
資金収入 
業務活動による収入 
運営費交付金による収入 
授業料及入学料検定料による収入 
附属病院収入 
受託研究等収入 
寄付金収入 
その他の収入 

投資活動による収入 
施設費による収入 
その他の収入 
財務活動による収入 
前期中期目標期間よりの繰越金 

１９７，４３５ 
１６１，０１８ 

９，３７５ 
２５，１７７ 
１，８６５ 

 
１９７，４３５ 
１８５，７４８ 
８６，４８２ 
２６，３９９ 
６４，２５３ 
３，６５１ 
４，０５８ 
９０５ 

９，７０４ 
９，７０４ 

 
１１８ 

１，８６５ 
 
［注］施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費

交付事業に係る交付金を含む。 
 
前期中期目標期間よりの繰越金には、奨学寄附金に係る国からの承継見込み額１，

８６５百万円を含む。 
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